
事業事前評価表（技術協力プロジェクト）

作成日：平成18年9月19日
担当部・課：カンボジア事務所

1．案件名

バッタンバン農村地域振興開発計画

2．協力概要

（1）協力内容

稲作を営農体系の基幹とするバッタンバン州の4郡にて、農家の営農体系が改善されるような農業普
及サービスが充実することを目的とする。具体的には、農業普及計画の策定、農業技術・手法の開
発、農家に対する農業普及活動、農業生産・流通・政策に関係している組織間の連携強化を行う。

（2）協力期間

2006年10月～2010年3月（3.5年間）

（3）協力総額（日本側）

約300,000千円

（4）協力相手先機関

農林水産省農業農地改良局、同農業普及局、バッタンバン州農業局

（5）国内協力機関

なし

（6）裨益対象者および規模

バッタンバン州バッタンバン郡、サンカエ郡、エクプノム郡、トモコール郡のプロジェクト対象4コ
ミューンの農民 約36,000人

3．協力の必要性・位置付け

（1）現状および問題点

カンボジアにおいてコメは最重要農産物であり、農産物の付加価値の43％を占めている。1995年よ
りコメの自給を達成したものの、全国平均の単収は2トン前後となっており、生産性は低く、またそ
の品質は一部を除いて低位で、国際競争力は低く、国内経済への貢献度は低い。このため、カンボジ
ア政府は高品質米の生産量増加を目指して、優良水稲種子の利用拡大を意図した標準化、検定制度
化、流通使用規制等を含む「種子法」の草案を策定した。さらに、農林水産省はドナーの支援を得
て、優良水稲種子を増産し、コメの生産技術向上を図ろうとしているが、優良水稲種子の利用は未だ
広くは普及していない。また、干ばつ被害を軽減するために、栽培期間の短い品種への切り替えが検
討されている。

他方、農家の生計を向上するには、農業生産の多様化を図り、農家が安定した収入を確保できるよう
にすることが求められている。このため、農林水産省はドナーの支援を得て、一部の地域で、農業ポ
テンシャルを分析し、地域に適した農業技術を普及する取り組みを進めている。しかしながら、全国
で農業普及サービスを受けている農家の数は、全体の1％にすぎない。農家に対する普及を担うべき
州農業局では、1）農家のニーズ・ポテンシャルを十分把握できていない、2）ニーズ・ポテンシャル
を反映した試験・技術開発が進んでいない、3）普及員の育成が遅れている、4）試験部門、普及部
門、郡事務所の役割分担が不明確であり、指揮命令系統が混乱している、5）車両燃料費以外の事業



予算がほとんどない―ことなどから、農家に十分な農業普及サービスを提供することができていない
との問題を有している。

こうした中、2003年から2006年まで、「バッタンバン農業生産性強化計画（BAPEP）」が実施さ
れ、優良種子生産を核とした稲作営農体系の確立、農民組織強化などカウンターパートとして育成し
た州農業局の職員とともに主に技術面からプロジェクト活動を進め、プロジェクト対象であるバッタ
ンバン州コンピンプイ地区における農業生産性向上に大きく貢献した。本案件は、BAPEPの成果を踏
まえ、バッタンバン州全域13郡のうち、特に稲作を核とした営農体系が中心である8郡への更なる普
及・拡大を目指し、同州の4郡（1コミューンずつ）を対象に、バッタンバン州農業局及び郡事務所普
及職員による普及システムの機能強化とコミューンの自立促進を図りつつ農家への農業普及サービス
の充実を図るものである。なお、今次プロジェクト対象地域は4郡の4コミューンに限定されるもの
の、1）カウンターパートを州農業局の職員（郡に配置されている普及職員を含む）とすること、2）
他郡では既に他の援助機関・組織による支援が実施されており、本案件の活動の一環として郡の普及
職員の研修（アウトプット3）ならびに関連機関・組織との連携を進めること（アウトプット4）によ
り、バッタンバン州での幅広い成果の普及・拡大を想定している。

なお、バッタンバンはプノンペンから北西側約300kmに位置し、カンボジア国で2番目に大きな町で
ある。同時にコンピンプイダムなどをはじめとして水資源開発の優先地区となっていることから、国
内有数の稲作地帯となっている。

（2）相手国政府国家政策上の位置づけ

農業・農村開発は、2004年の四方戦略、2006年1月に策定された国家戦略開発計画（NSDP：
National Strategic Development Plan 2006～2010）において、貧困削減のための重要な分野とし
て位置づけられている。これは、人口の84％が農村部に暮らし、また、貧困層の9割が農村部に住
み、その生活を農業に頼っているためである。

本プロジェクトは、農家に対する農業普及サービスを充実することにより営農改善を目指すものであ
り、上述のカンボジアの開発政策に沿って実施される。

（3）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ

日本の対カンボジア国別援助計画では、持続的な経済成長および貧困削減を最大のテーマに据え、社
会的弱者対策等に十分配慮しつつ、長年の内戦で破壊された基礎的インフラの整備と疲弊した諸制度
の再構築および深刻な人材不足を回復するための人造り、すなわち、ハードとソフトの両面にバラン
スのとれた支援を実現するとしている。農業・農村開発への支援はカンボジア経済全体の底上げにつ
ながること、また、農村人口の約40％が貧困状態にあることなどから、同分野への支援を重視してい
る。JICA国別事業実施計画では、農業・農村開発は重点分野に位置づけられている。

4．協力の枠組み

（1）協力の目標（アウトカム）

1）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）

プロジェクト対象コミューンで、農家に対する農業普及サービスが充実する。

【指標】

1. 農家の農業普及サービスに対する満足度が向上する。
2. 全てのプロジェクト対象コミューンで、優良水稲種子の利用者がXX％増加する（プロジェクト

開始後に確定する）。

2）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値

バッタンバン州のプロジェクト対象郡で、農家の営農体系が改善される。

【指標】



1. コメの単位面積あたりの収量が増加する。
2. 全てのプロジェクト対象郡で、優良水稲種子の利用者が増加する。
3. 農業生産が多様化する。

（2）成果（アウトプット）と活動

1）成果1

対象コミューンの農業ポテンシャルと農家の普及ニーズに合致した普及計画が策定される。

【活動】

1‐1 AEA（Agro‐Ecosystem Analysis）報告書の詳細分析を行い、農業普及計画立案に不足してい
る情報を特定する。

1‐2 各対象コミューンについて、農業ポテンシャルと農家のニーズを明らかにするための追加調査を
必要に応じて行う。

1‐3 農産物や農業資材の市場・流通調査（流通業者や精米業者に関する情報を含む）を対象地域とそ
の周辺で行う。

1‐4 各対象コミューンについて、コミューンカウンシルや村長らと協議しながら、最貧層のニーズも
ふまえて、農業普及計画を策定する。

1‐5 必要に応じて、農業普及計画を見直す。

【指標】

全てのプロジェクト対象コミューンについて、農業普及計画が策定される。

2）成果2

農家のニーズに合致した、普及に適当な改善された農業技術・手法が開発される。

【活動】

2‐1 各対象コミューンの農業普及計画をふまえ、試験計画を策定する。

2‐2 稲に関する試験・展示栽培を行う。

2‐3 稲以外の作物に関する試験・展示栽培を行う。

2‐4 稲に関する栽培ガイドライン・普及教材を改善する。

2‐5 稲以外の作物に関する栽培ガイドライン・普及教材を改善する。

2‐6 稲作をベースとした、畜産や養殖などの経営多角化オプションを含む、営農体系ガイドラインを
改善する。

【指標】

改良された、稲作をベースとした営農体系ガイドラインが作成される。

3）成果3

対象コミューンで、農家のニーズに合致した、農業普及活動が実施される。

【活動】

3‐1 カウンターパート州農業局機関と所属職員の役割を明確にし、能力向上が必要な分野を調べる。

3‐2 職員研修計画を策定し、必要な研修を実施する。

3‐3 農家を対象に、経営多角化を含む、農業経営に関する研修を行う。



3‐4 農産物や農業資材の市場・流通に関する情報を提供する。

3‐5 農家を対象に、優良種子を利用した稲作に関する研修・指導を行う。

3‐6 農家に対して、優良種子の利用と供給を促進する。

3‐7 農家を対象に、稲以外の作物の栽培に関する研修・指導を行う。

3‐8 必要に応じて、農家を対象に、家畜飼育や水産養殖に関する研修・指導を行う。

3‐9 農業生産活動ごとに農家グループの形成を促進し、農家同士の情報交換を活発化させる。

3‐10 農協（や水利組合）の組織強化を行う。共同出荷や共同購入などの組織活動を活発化させる。

3‐11 農家の研修後の実践状況をモニタリングし、実施した普及活動に関するフィードバックを得
る。提起された課題について、研究開発に反映するために、州農業局の関係機関に報告する。

【指標】

1. 農業普及計画に基づき、農業普及活動が実施される。
2. 全ての対象コミューンにて、少なくともXX（協力開始後に確定する）の農家グループに対する

支援が行われる。

4）成果4

農業生産・流通・政策に関係している組織の間の連携が強化される。

【活動】

4‐1 コミューン投資計画と農業普及計画が合致するようコミューンカウンシル注1）を支援する。

4‐2 農家の市場アクセスを改善するために、精米業者や農産物流通業者などの市場関係者との連携を
深める。

4‐3 BAPEPで育成したバッタンバン州農業農村ネットワークなどを活用して、情報交換と他プロ
ジェクト・プログラムとの活動調整を行う。

4‐4 政府やドナーに対して、プロジェクトの成果や得られた教訓を発表し、農業普及のありかたにつ
いて提言する。注2）

【指標】

1. 全ての対象コミューンが、農業普及計画を反映したコミューン投資計画を策定する。
2. 全ての対象コミューンで、精米業者と売買約束を結ぶ農家数が増加する。
3. プロジェクトの成果が公式文書に掲載される。注2）

注1）カンボジアでは、州、郡は行政体として法令化されておらず、最小行政単位はコミューンとなっている。コミューンカ
ウンセルは、コミューンの意思決定機関として機能しており、プロジェクトの活動が円滑に進むためには、同機関との連携が
必要となる。

注2）カンボジアでは、プロジェクト終了後の政府の事業予算確保が非常に困難である。プロジェクト活動がプロジェクト終
了後にも継続するためには、それらの活動が国家プログラムの一環として位置づけられる必要がある。したがって、政府やド
ナーに成果を共有することはプロジェクトの持続性確保のために必須である。なお、カンボジア農林水産省は年次報告書を発
行しており、同報告書等の公式文書にプロジェクト成果が反映されることを指標として設定している。

（3）投入（インプット）

1）日本側（総額300,000千円）

専門家派遣
長期：3名（チーフアドバイザー、農業普及、営農、栽培、農家組織、業務調整を分担）
短期：必要に応じて
供与機材：試験器具および農業機械
活動費：35,000千円



カウンターパート研修：年間1～2人程度

2）カンボジア国側

カウンターパートとその給与（9名以上）
プロジェクト事務所、研修施設、農業試験施設・圃場
機材：車両4台および自動二輪車5台
施設維持費

（4）外部要因（満たされるべき外部条件）

1）前提条件

1. バッタンバン州農業局が、全ての関係機関からプロジェクトを実施するための合意を得る。
2. プロジェクト活動に支障なく従事できる、十分な数のカウンターパートが配置される。

2）成果（アウトプット）達成のための外部条件

1. 地域の関係機関（コミューンカウンセルなど）がプロジェクトの活動に対して、協力的である。
2. プロジェクト対象地域で、深刻な洪水や干ばつが発生しない。
3. プロジェクト対象地域で、深刻な病虫害が発生しない。
4. カンボジア農業研究所が十分な量の原種や栽培用種子を継続して生産する。
5. 優良水稲種子の深刻な供給不足が起きない。
6. カウンターパートの大半がプロジェクト実施中に異動しない。
7. 農林水産省や州農業局に影響を及ぼす大きな機構改革が実施されない。

3）プロジェクト目標達成のための外部条件

1. 農産物の需給バランスが大きく変化しない。
2. 農業資材の価格が大きく変化しない。
3. 農産物の価格が大きく変化しない。

4）上位目標達成のための外部条件

1. 州農業局がプロジェクト対象郡にて、農業普及活動を継続実施する。
2. バッタンバン州で、深刻な洪水や干ばつが連続して発生しない。

5．評価5項目による評価結果

以下の視点から評価した結果、協力の実施は適切と判断される。

（1）妥当性

この案件は以下の理由から妥当性が高いと判断できる。

カンボジアの全人口の84％が農村部に暮らし、農業に依存して生活しているが、コメの栽培技
術の向上、農業の多様化、農産物のマーケットアクセスの改善が重要課題となっている。本プロ
ジェクトは、カンボジア政府がこうした課題を解決するための体系的な農業普及モデルとなるこ
とが期待される。
プロジェクト対象地域は、稲作を中心とした農業のポテンシャルが高いと言われているが、農業
普及サービスが十分に機能していないため、適用される農業技術は低位にとどまり、多様化も進
んでいない。また、農業分野の開発援助プロジェクトはほとんどない。本プロジェクトで、ニー
ズに合った農業普及サービスが提供されるようなシステムを作り上げることは、農家の営農体系
改善につながり、対象地域農民の農業所得向上と貧困削減に貢献する。
農業・農村開発は、カンボジアの2004年に打ち出された四方戦略、2006年1月の
NSDP（2006～2010）で、貧困削減のための重点分野に位置づけられている。本プロジェクト
は、こうしたカンボジアの開発政策に合致している。
カンボジア農林水産省と水資源気象省は、「農業と水」テクニカルワーキンググループを設置



し、NSDPに基づき、農業・水戦略（2006～2010）の策定を進めている。同戦略では、研究と
普及を重要戦略の一つとして位置づけており、本プロジェクトはその戦略を実行する手段とな
る。
日本の対カンボジア国別援助計画では、同国のバランスある発展を推進する観点から、農業・農
村開発などの分野で、支援の地方展開を進めていく必要があるとしている。また、農業・農村開
発はJICA国別事業実施計画の重点分野に位置づけられている。本プロジェクトは、こうした日本
の援助方針に合致している。
本プロジェクト対象州では、2003年から2006年に「バッタンバン農業生産性強化計画」を実
施し、地域ニーズに適合した営農改善アプローチを展開し、一定の成果を収めるなど、JICAは本
プロジェクト優位にすすめるために必要な技術的ノウハウを蓄積している。

（2）有効性

この案件は以下の理由から有効性が高いと判断される。

本プロジェクトの計画は、ニーズ把握、営農ポテンシャル評価・普及計画策定、技術開発、普及
活動の実施という順序で成果が出現し、普及サービスが充実するというプロジェクト目標につな
がるようデザインされている。普及活動実施中も農家からフィードバックを得て、計画改善や技
術課題の特定・開発を行うことになっており、常に農家ニーズに合致した農業普及サービスの提
供を目指すような仕組みになっていることから、プロジェクト目標の実現可能性は高い。
プロジェクト目標の指標にある、農家の農業普及サービスに対する満足度が向上するには、農業
収入が向上することが重要であるが、本プロジェクトには、共同出荷などのグループ活動の促進
や精米業者などの流通関係者を含む農業関係者間の連携促進など、農家の市場アクセスを向上す
るための活動が計画されている。
本プロジェクトでは、農家に最も近い行政組織であるコミューンによる農村開発計画の策定を支
援する。州農業局とコミューンの連携により、農家のニーズに応える体制をつくるため、農家の
農業普及サービスに対する満足度の向上が期待できる。

なお、農家は普及された技術や手法の良し悪しを、収穫量や収入の変化により判断する傾向があるた
め、農家がプロジェクト目標である普及サービスの充実を実感するには、プロジェクトがコントロー
ルできない、深刻な自然災害の発生などの外部要因を十分に意識し、栽培期間の短い品種も普及する
など、その影響を最低限に押さえる工夫が必要である。

（3）効率性

この案件は以下の理由から効率的な実施が可能と判断される。

プロジェクト活動は、成果を生み出すために必要なバッタンバン州における農業普及のプロセス
を的確に想定して計画されており、効率的な事業実施が期待できる。
BAPEPでは、優良水稲種子を利用する生産者と精米業者との売買協定や農家グループによる農民
間普及により一定の成果を収めているが、本プロジェクトではこうした実績のある普及手法を活
用できる。さらに、他ドナーの支援により作成された多くの普及教材も活用できる。
コメの流通・市場関係の情報については、「公開籾市場整備計画調査」の成果が活用可能であ
り、水利組合の支援には「灌漑技術センター計画フェーズII」から専門家、C/Pによる技術支援
を受けることができる。
本プロジェクトでは、プロジェクト対象4郡の州農業局関係の職員の能力を強化し、活用する一
方、長期専門家の投入は3人に限定するなど、BAPEPに比べて、より少ない投入で、より大きな
成果をもたらす計画となっている。

なお、カウンターパート機関となる州農業局の各事務所には、十分な数の職員が配置されているが、
カンボジアの公務員給与は職員の生活維持には不十分であるため、多くの職員がアルバイトを行って
おり、公務に満度には従事していない。本プロジェクト実施にあたっては、カウンターパートとなる
州農業局職員に対して、業務に見合った適切な報酬が提供されるよう配意する必要がある。また、普
及活動実施にあたっては、効率的にコミューンを広くカバーする活動方法や活動単位について検討す
る必要がある。具体的には、コミューンではなく村を単位として活動計画を立てる、グループや村に
連絡員を置く、農民普及員を育成・活用するなどの検討を行うことが望ましい。



（4）インパクト

この案件のインパクトは以下のように予測できる。

プロジェクト対象コミューンにて、農業普及サービスの充実により、コメの収量増加、農業生産
の多様化が見込まれ、農業所得が向上することが予想される。
本プロジェクトの実施により、州農業局に、州レベルの試験研究部門、普及部門と4つの郡事務
所がリンクした、体系的な農業普及システムが構築される。このシステムをベースに、農林水産
省の支援と地域で活動するNGOなどの団体との連携により、対象コミューン以外のコミューンに
対する農業普及サービスが向上することが期待できる。
本プロジェクトは、農林水産省の中期戦略計画の国家プログラムの一つに位置づけられる予定で
あり、農林水産省がプロジェクトで構築する農業普及システムについて、他州への展開を推進す
ることが期待できる。
直接的な負のインパクトは想定できないが、なんらかの理由で、結果としてプロジェクトの普及
対象とならなかった地域住民と普及対象となった優良農家との間に、貧富の差が広がる可能性が
ある。プロジェクトで農業普及計画を策定する際は、土地無し農民や小規模土地所有者などの弱
者のニーズを重視することになっているが、実際にプロジェクト活動がこうしたニーズに応えて
いるか、継続的にモニタリングする必要がある。

（5）自立発展性

この案件による効果は、以下のとおり持続・拡大すると見込まれる。

農業普及手法には、農家間普及（FFS：ファーマーズ・フィールド・スクール）を取り入れるた
め、外部から大きな継続的な投入がなくても、農業普及活動の効果の持続が見込める。
本プロジェクト実施により、郡事務所を含む州農業局の農業普及体制を強化することになるた
め、予算措置が十分に講じられれば、プロジェクトによる効果は維持・拡大されると想定でき
る。財政については、プロジェクト実施期間中に、州レベルでは、州投資基金の獲得、優良水稲
種子の生産販売事業促進、中央レベルでは、政府予算の獲得や他ドナーとの連携などにより、プ
ロジェクトの効果を持続するために必要な予算の確保を農林水産省と州農業局に促す必要があ
る。

6．貧困・ジェンダー・環境等への配慮

（1）貧困

本プロジェクトは、貧困層の9割が暮らす農村部を対象としていて、農業普及計画策定に際して、最
貧層に特段配意することになっているため、地域の貧困緩和に貢献できる可能性は高い。しかしなが
ら、カンボジアで広く行われているモデル農家を選定して農家間普及を進める方法や農家のグループ
化促進は、結果的に、比較的土地などの資源を多く持つ農家を優遇する傾向がある。資源が少なく、
新しい技術を試行する余裕のない最貧層に対しては、資材補助などによりリスクを低減する、多くの
資源を必要としない農業活動を提案するなどして、最貧層により多くの便益がもたらされるようプロ
ジェクトの活動を工夫する必要がある。

（2）ジェンダー

カンボジアの農村部では、一般に、家計は世帯単位で維持されているが、共同で行う活動がある一
方、男女の役割分担が明確な活動もある。とくに、女性は毎日、家事労働に一定の時間を割かなけれ
ばならないことなどから、プロジェクトの活動に参加する機会が男性より限定される可能性がある。
このため、農業普及計画を策定する際は、世帯単位だけでなく、男女それぞれのニーズやポテンシャ
ル反映させ、活動を実施する際は、男女それぞれの生活カレンダーを配慮する必要がある。

（3）環境

カンボジアの農業普及では、農薬の使用量を減らした栽培方法や自然農薬の使用を奨励している。本
プロジェクトもこうした方針に沿った農業技術の普及を行う。



7．過去の類似案件からの教訓の活用

（1）「バッタンバン農業生産性強化計画（2003～2006年）」では、稲作農家と市場（特に精米業
者）との関係強化を意図したアプローチは農家の生計向上に効果があると確認され、農業局は今後も
農村開発において、民間セクターの活用を最大限検討すべき、という教訓を提示している。本プロ
ジェクトではこの教訓を受け、農業生産・流通・政策に関係している組織間の連携強化を成果の一つ
にして、活動を計画している。

（2）カンボジアの農林水産分野の技術協力プロジェクトでは、プロジェクト終了後の政府予算の確
保が困難な状況が発生している。こうした状況を回避するため、本プロジェクト実施にあたっては、
プロジェクト開始時からプロジェクトを「農業と水」テクニカルワーキンググループの農業・水戦略
（2006～2010）にあるプログラムの中に位置づけることを確認している。さらに、カンボジア農林
水産省は、プロジェクト成果を農業普及システムのモデルとして、国家プログラムとして継続・全国
展開するために必要な予算の確保に努めることを確認している。

8．今後の評価計画

プロジェクトの中間段階で中間評価、プロジェクト終了時より8カ月前に終了時評価、プロジェクト
終了3年後に事後評価を実施する。


